
財務諸表に対する注記　 公益財団法人私立大学退職金財団

令和 8（2026）年 3月31日現在

１．継続事業の前提
該当なし。

２．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。

　(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。

　(3) 固定資産の減価償却の方法
固定資産の減価償却方法は、定額法によっている。

　(4) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
該当なし。

　(5) 引当金の計上根拠及び計上基準
貸倒引当金
　金銭債権の回収不能に備え、再生債権及び清算手続き中の学校法人に対する債権額の100％を計上し、その他債券については個別に回収の可能性を勘案した金額を計上している。
賞与引当金
　役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。
役員退職慰労引当金
　役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、当法人の「常勤役員退職手当支給規程」に基づき期末退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。
退職給付引当金
　職員に対する退職金の支給に備えるため、期末退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。
退職資金交付準備金
　全ての維持会員が当期末において資格を喪失することを想定した期末要交付額を計上している。

　(6) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

　(7) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　(8) その他財務諸表作成のための基本となる事項
該当なし。

３．重要な会計方針等の変更
公益法人会計基準（令和６年基準）を令和７事業年度から適用したことにより、それに基づき作成している。



４．貸借対照表の注記

　(1) 会計区分別内訳
別紙１「(1)会計区分別内訳」のとおり。

　(2) 資産及び負債の状況
別紙２「(2)資産及び負債の状況」のとおり。

　(3) 使途拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高
別紙３「(3)使途拘束資産」のとおり。

　(4) 資産に係る引当金を直接控除した場合の各資産の資産項目別の引当金の金額
（単位：円）

科目 取得価額
貸倒引当金の当期
末残高

貸倒引当金控除後
残高

未収金 12,076,331,747 0 12,076,331,747
合　　計 12,076,331,747 0 12,076,331,747

　(5) 有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高
（単位：円）

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 当期償却額 当期減損損失 差引残高

有形固定資産
　什器備品 3,900,160 2,098,580 0 5,998,740 1,893,855 984,119 0 0 4,104,885
　リース資産 91,989,120 0 0 91,989,120 91,989,119 3,629,999 0 0 1

　計 95,889,280 2,098,580 0 97,987,860 93,882,974 4,614,118 0 0 4,104,886
無形固定資産
　ソフトウェア 291,917,340 0 64,870,520 227,046,820 0 0 0 0 227,046,820

　計 291,917,340 0 64,870,520 227,046,820 0 0 0 0 227,046,820

　(6) 担保に供している資産
該当なし。

　(7) 保証債務等の偶発債務
該当なし。

　(8) 引当金の内訳と増減額及び残高
（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期末残高
目的使用 その他

貸倒引当金 0 0 0 0 0
賞与引当金 9,670,000 11,600,000 9,670,000 0 11,600,000
役員退職慰労引当金 13,317,500 2,092,750 6,658,750 0 8,751,500
退職給付引当金 58,870,670 5,733,900 0 0 64,604,570
退職資金交付準備金 123,123,273,136 0 6,544,445,784 0 116,578,827,352

　(9) 借入金の内訳と増減額及び残高
該当なし。

当期減少額

期末減価償却累
計額

期末減損損失
累計額



　(10) 資産除去債務に関する注記
該当なし。

　(11) 退職給付債務に関する注記
①　採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、確定給付型の退職一時金制度を採用している。
②　退職給付引当金の前期末残高と当期末残高の調整表
前期末における退職給付引当金 58,870,670円
退職給付費用 5,733,900円
退職給付に伴う引当金取崩額 0円
当期末における退職給付引当金 64,604,570円

　(12) 関係会社（子会社及び関連会社）に対する金銭債権又は金銭債務
該当なし。

　(13) 補助金等の内訳、交付者と増減額及び残高
該当なし。

　(14) 指定純資産の内訳と増減額及び残高
（単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

公１ 寄附金
私立大学等退職金団
体設立準備委員会

100,000,000 0 0 100,000,000

100,000,000 0 0 100,000,000

　(15) 指定純資産のうち指定寄附資金の受入年度別残高及び支出見込み
該当なし。

　(16) 基金の増減額及び残高
該当なし。

　(17) 代替基金の増減額及び残高
該当なし。

　(18) 純資産間の振替額
該当なし。

５．活動計算書の注記

　(1) 財源区分別内訳
別紙４「(1)財源区分別内訳」のとおり。

　(2) 会計区分及び事業区分別内訳
別紙５「(2)会計区分及び事業区分別内訳」のとおり。

　(3) 事業費・管理費の形態別区分
別紙６「(6)事業費・管理費の形態別区分」のとおり。

内　訳

合計



６．キャッシュ・フロー計算書の注記

　(1) 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（単位：円）

科目等 当期末 前期末
①　現金預金勘定 73,721,253,241 69,241,213,563
②　使途制約のある預金 0 0
③　②以外の預入期間が 0 0
　　３か月を超える定期預金

現金及び現金同等物
（①－②－③）

73,721,253,241 69,241,213,563

（注）前期末は、公益法人会計基準改正に伴い平成20年基準で固定資産であった特定資産について令和6年基準で預金(流動資産)に移行するものを含んでいる。

　(2) 重要な非資金取引
重要な非資金取引は無い。 0円

７．固定資産の減損損失に関する注記
該当なし。

８．税効果会計に関する注記
該当なし。

９．リース取引に関する注記

　(1) ファイナンス・リース取引

　　①所有権移転ファイナンス・リース取引
該当なし。

　　②所有権移転外ファイナンス・リース取引
該当なし。

　(2) オペレーティング・リース取引
該当なし。

１０. 金融商品の状況に関する事項の注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　当法人は、退職資金交付事業の財源の一部分を運用益によって賄うため、債券により資産運用する。
②　金融商品の内容及びそのリスク
　　元本返還の確実な方法で運用を行っている。
③　金融商品のリスクに係る管理体制
　ⅰ）資産運用の規定に基づく取引
　　金融商品の取引は、当法人の「資産の管理及び運用に関する規程」等に基づき行う。
　ⅱ）信用リスクの管理
　　元本返還が確実な商品のみを運用する。



　(2) 満期保有目的債券の内訳、貸借対照表計上額、市場価格及び評価損益
（単位：円）

種類及び銘柄 貸借対照表計上額 市場価格 評価損益
利付国庫債券 102,806,037,244 87,468,974,000 △15,337,063,244
地方公共団体金融機構債券 14,749,108,703 13,018,800,000 △1,730,308,703

合計 117,555,145,947 100,487,774,000 △17,067,371,947

１１．賃貸等不動産の時価等に関する注記

　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項
該当なし。

　(2) 賃貸等不動産の内訳、貸借対照表計上額及び時価
該当なし。

　(3) 賃貸等不動産に関する注釈
該当なし。

１２．関連当事者との取引の内容
該当なし。

１３．重要な後発事象
該当なし。



４．貸借対照表の注記

別
　(1) 会計区分別内訳 紙

（単位：円） １

科　　　　目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引等消去 合    計

　流動資産  92,533,121,912  25,672,500  0  92,558,794,412
　固定資産  111,343,040,622  32,139,835  0  111,375,180,457
　　　　総資産  203,876,162,534  57,812,335  0  203,933,974,869
　流動負債  72,765,843,368  8,114,874  0  72,773,958,242
　固定負債  116,626,508,792  25,674,630  0  116,652,183,422
　　　　総負債  189,392,352,160  33,789,504  0  189,426,141,664
　　　　純資産  14,483,810,374  24,022,831  0  14,507,833,205



別紙２

４．貸借対照表の注記

　(2) 資産及び負債の状況
（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　　　　額
流動資産

現金 手元保管 小口清算用 0
預金 普通預金三井住友銀

行・東京公務部
運転資金として 83,064,998

普通預金三菱UFJ銀行・
市ヶ谷

退職資金交付事業の負担金の受入
れとして

44,295,868

普通預金りそな銀行・
市ヶ谷

退職資金交付事業の負担金の受入
れとして

349,909

普通預金三菱ＵＦＪ信託
銀行・本店

退職資金交付事業の負担金の受入
れとして

109,722

普通預金三井住友信託
銀行・本店営業部

退職資金交付事業の負担金の受入
れ及び退職給付引当資産分(役職員
13名に対する退職金の支払いに備
えたもの)として

223,753,844

三井住友信託銀行・本
店（長期01）

473,995

三井住友信託銀行・本
店（短期０２）

59,906,590,258

10,587,989,217

73,721,253,241)(      
未収金 未収掛金 令和７年度分 退職資金交付事業の掛金の未収金

である
11,919,223,183

未収登録料 令和７年度
分

退職資金交付事業の登録料の未収
金である

169,000

未収特別納付金 令和７
年度分

退職資金交付事業の特別納付金の
未収金である

156,939,564

12,076,331,747)(      
有価証券 三井住友信託銀行・本

店（長期０１)
退職資金交付準備特定資産である。
退職資金交付事業の退職資金交付
に備える掛金及び特別納付金による
積立資産で満期保有目的で保有して
いる

6,488,617,196

未収利息 退職資金交付事業の運用益の未処
分である

272,592,228

流動資産合計 92,558,794,412)(      
固定資産
１．有形固定資産

什器備品 Dr.sum用メモリ（t-マ
ネージャ用）

公益目的保有財産であり、退職資金
交付事業に使用する

305,434

ノートパソコン
共用財産 うち公益目的保有財産
70%、法人活動保有財産30%

1,763,850

ルーター
共用財産 うち公益目的保有財産
70%、法人活動保有財産30%

274,208

アクセスポイント
共用財産 うち公益目的保有財産
70%、法人活動保有財産30%

353,106

科　　　　目

三井住友信託銀行・本
店（短期０２）

公益充実資金。退職資金支払準備
特定資産である。

三井住友信託銀行・本
店（短期０２）

退職資金交付準備特定資産である。
退職資金交付事業の退職資金交付
に備える掛金及び特別納付金を保
有している

2,874,625,430

退職資金交付事業の未払金に充足
する



別紙２

ノートパソコン（Surface
LAPTOP）

共用財産 うち公益目的保有財産
70%、法人活動保有財産30%

1,408,287

4,104,885)(             
リース資産 事務系サーバ一式 共用財産 うち公益目的保有財産

70%、法人活動保有財産30%
1

有形固定資産計 4,104,886)(             
２．無形固定資産

ソフトウェア 退職資金申請システム
（日本電子計算㈱）

公益目的保有財産であり、退職資
金交付事業に使用するソフトウェア

227,046,820

無形固定資産計 227,046,820)(          
３．その他固定資産

投資有価証券 三井住友信託銀行・本
店(長期01)

基本財産で、公益目的保有財産であ
る。運用益を公益目的事業の財源と
して使用する

100,000,000

三井住友信託銀行・本
店（長期０１)

退職資金交付準備特定資産である。
退職資金交付事業の退職資金交付
に備える掛金及び特別納付金による
積立資産で満期保有目的で保有して
いる

107,215,584,726

三井住友信託銀行・本
店（長期０１)

退職資金支払準備特定資産で、満
期保有目的で保有している

3,750,944,025

111,066,528,751)(    
保証金 事務所敷金

(千代田区九段北4-2-25私
学会館別館10階)

共用財産 うち公益目的保有財産
60%、管理目的保有財産40%

77,500,000

その他固定資産計 111,144,028,751)(    
固定資産合計 111,375,180,457)(    

203,933,974,869
流動負債

未払金 退職資金未払金 退職資金交付事業の退職資金及び
経費の令和７年度分未払分

72,513,496,112

退職資金特別交付金未
払金

退職資金交付事業の特別交付金の
未払分である

218,879,504

その他未払金 法人の業務運営に必要な経費の未
払分

29,038,470

72,761,414,086)(      
預り金 所得税預り金 3月分預り額 499,456

住民税預り金 3月分預り額 444,700
944,156)(               

賞与引当金 役職員の令和８年６月賞与支払いに
備えたもの

11,600,000

流動負債合計 72,773,958,242)(      
固定負債

役員退職慰労引当金 役員2名分の退職慰労金の支払いに
備えたもの

8,751,500

退職給付引当金 職員11名分の退職金の支払いに備
えたもの

64,604,570

退職資金交付準備金 全ての維持会員が当期末において
資格を喪失すると想定
した期末要交付額

116,578,827,352

固定負債合計 116,652,183,422)(    
189,426,141,664
14,507,833,205

　　資産合計

　　負債合計
　　純資産合計



別紙３

４．貸借対照表の注記

　(3) 使途拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高

１．公益目的保有財産（継続して公益目的事業の用に供する公益目的事業財産）
不可欠

特定財産

前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末 取得時期

2022/9/26

2024/10/20

2025/10/17

2025/10/17

2026/3/1

2021/3/1

2024/10/28

2025/9/25

1985/4/24

２．法人活動保有財産（公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）

場所
事業区分
（収、管）

面積、構造、物量等 事業番号 前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末
千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

ノートパソコン
千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

ルーター
千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

アクセスポイント
千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

ノートパソコン
（Surface LAPTOP）
千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

事務系サーバ一式
千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

事務所敷金

３．公益充実資金

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

10,000,000,000円 0円 587,989,217円 0円 10,587,989,217円

４．資産取得資金（公益以外の法人活動保有財産の取得又は改良）

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

５．特定費用準備資金(公益以外の特定の活動の実施)

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

６．指定寄附資金（交付者の定めた使途に充てるために保有している財産）

前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

（※）公共通、公１、公２、収１、管 等

前期末 期末

10,476,037,764円 10,996,640,923円

番号 財産の名称
場所 財産の使用状況

（概要、使用面積、
使用状況等）

帳簿価額
公益充実資金の
取り崩し又は剰
余額の解消策に
充てた額の管理
（※）

面積、構造、物量等

2
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階

退職資金交付事
業の事務に使用
している

1,728,573円

1
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階 退職資金交付事

業の交付申請等
に使用している

521,034円

493,878円 0円 0円 1,234,695円
ノートパソコン

0円 0円 305,434円
Dr.sum用メモリ（新退職資金申請シス
テム用）

215,600円

4
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階

退職資金交付事
業の事務に使用
している

0円

3
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階

退職資金交付事
業の事務に使用
している

0円

13,009円 260,723円 0円 247,174円
アクセスポイント

202,048円 0円 191,946円
ルーター

10,102円

7
無形固定資産
（ソフトウェア）

日本電子計算（株） 退職資金交付事
業の交付申請等
に使用している

291,917,340円

5
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階

退職資金交付事
業の事務に使用
している

0円

64,870,520円 0円 0円 227,046,820円
退職資金申請システム

1,006,775円 0円 985,801円
ノートパソコン（Surface LAPTOP）

20,974円

8
その他固定資
産（投資有価

証券）

三井住友信託銀行 運用益を退職資
金交付事業の財
源として使用して
いる。基本財産

100,000,000円

6
有形固定資産
（リース資産）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階

共有財産うち公
益目的保有財産
70％、管理目的
保有財産30％

2,541,000円

0円 0円 0円 100,000,000円

利付国庫債券 第１５４回

0円 0円 1円
事務系サーバ一式

2,540,999円

376,511,871円

番号 財産の名称
財産の使用状況

（概要、使用面積、
使用状況等）

帳簿価額

0円 0円 46,500,000円
事務所敷金

計 443,207,947円 68,165,082円 1,469,546円 0円

9
その他固定資
産（保証金）

千代田区九段北四丁目2番25号　私
学会館別館10階

退職資金交付事
業の施設に使用
している

46,500,000円 0円

0円 529,155円

2
有形固定資産
（什器備品）

管理運営の用に
供している

0円 4,330円 86,592円 0円 82,262円

1
有形固定資産
（什器備品）

管理運営の用に
供している

740,817円 211,662円 0円

0円 105,932円

4
有形固定資産
（什器備品）

管理運営の用に
供している

0円 8,989円 431,475円 0円 422,486円

3
有形固定資産
（什器備品）

管理運営の用に
供している

0円 5,575円 111,507円

計 32,829,817円 1,319,556円 629,574円 0円 32,139,835円

0円 0円

6
その他固定資
産（保証金）

管理運営の用に
供している

31,000,000円 0円 0円 0円 31,000,000円

5
有形固定資産
（リース資産）

管理運営の用に
供している

1,089,000円 1,089,000円 0円

計

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

帳簿価額

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

交付者の定めた
使途

帳簿価額

計

控除対象財産の額の合計

計

番号 資金の名称
区分
（※）
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５．活動計算書の注記

　(1) 財源区分別内訳
（単位：円）

科　目 一般純資産 指定純資産 合　計
Ⅰ  経常活動区分
経常収益
　資産運用益 1 928,025,856][           0][                          928,025,856][           
　　受取利息 2  928,025,856  0  928,025,856
　事業収益 3 78,879,751,094][       0][                          78,879,751,094][       

 公１事業収益 4 78,879,751,094][       0][                          78,879,751,094][       
　　掛金 5  72,148,446,887  0  72,148,446,887
　　特別納付金 6  177,052,423  0  177,052,423
　　登録料 7  9,806,000  0  9,806,000
　　退職資金交付準備金取崩額 8  6,544,445,784  0  6,544,445,784

経常収益計 9  79,807,776,950  0  79,807,776,950
経常費用
　事業費 10 79,134,357,059][       0][                          79,134,357,059][       

公１事業費 11 79,134,357,059][       0][                          79,134,357,059][       
　　退職資金交付金 12  78,721,964,332  0  78,721,964,332
　　退職資金特別交付金 13  147,980,762  0  147,980,762
　　役員報酬 14  17,769,870  0  17,769,870
　　給料手当 15  53,012,145  0  53,012,145
　　役員退職慰労引当金繰入額 16  1,360,290  0  1,360,290
　　賞与引当金繰入額 17  7,540,000  0  7,540,000
　　役員退職慰労金 18  185,497  0  185,497
　　退職給付費用 19  3,727,040  0  3,727,040
　　福利厚生費 20  11,004,886  0  11,004,886
　　会議費 21  402,618  0  402,618
　　旅費交通費 22  791,926  0  791,926
　　通信運搬費 23  4,447,132  0  4,447,132
　　減価償却費 24  68,165,082  0  68,165,082
　　消耗什器備品費 25  536,295  0  536,295
　　消耗品費 26  165,930  0  165,930
　　印刷製本費 27  1,685,460  0  1,685,460
　　光熱水料費 28  519,776  0  519,776
　　賃借料 29  9,581,628  0  9,581,628
　　諸謝金 30  1,650,000  0  1,650,000
　　委託費 31  81,003,623  0  81,003,623
　　手数料 32  833,288  0  833,288
　　支払利息 33  29,479  0  29,479

　管理費 34 85,430,674][             0][                          85,430,674][             
　　役員報酬 35  9,568,390  0  9,568,390
　　給料手当 36  28,544,993  0  28,544,993
　　役員退職慰労引当金繰入額 37  732,460  0  732,460
　　賞与引当金繰入額 38  4,060,000  0  4,060,000
　　役員退職慰労金 39  99,883  0  99,883
　　退職給付費用 40  2,006,860  0  2,006,860
　　福利厚生費 41  5,925,697  0  5,925,697
　　研修費 42  83,500  0  83,500
　　会議費 43  991,359  0  991,359
　　旅費交通費 44  714,025  0  714,025
　　通信運搬費 45  1,136,328  0  1,136,328
　　減価償却費 46  1,319,556  0  1,319,556
　　消耗什器備品費 47  536,295  0  536,295
　　消耗品費 48  469,658  0  469,658
　　印刷製本費 49  54,590  0  54,590
　　光熱水料費 50  346,507  0  346,507
　　賃借料 51  6,383,075  0  6,383,075
　　諸謝金 52  3,265,860  0  3,265,860
　　租税公課 53  46,830  0  46,830
　　委託費 54  17,098,636  0  17,098,636
　　手数料 55  434,567  0  434,567
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　　支払利息 56  12,629  0  12,629
　　雑費 57  1,598,976  0  1,598,976

経常費用計 58  79,219,787,733  0  79,219,787,733
経常収益費用差額 59  587,989,217  0  587,989,217

Ⅱ  その他活動区分
その他収益

その他収益計 60  0  0  0
その他費用

その他費用計 61  0  0  0
その他収益費用差額 62  0  0  0

当期収益費用差額 63  587,989,217  0  587,989,217
期首一般純資産又は期首指定純資産 64  13,819,843,988  100,000,000  13,919,843,988
期末一般純資産又は期末指定純資産 65  14,407,833,205  100,000,000  14,507,833,205



５．活動計算書の注記 別

　(2) 会計区分及び事業区分別内訳

紙
５

活動計算書　一般純資産の部

（単位：円）

経常収益 79,722,346,276 85,430,674 0 79,807,776,950
経常費用 79,134,357,059 85,430,674 0 79,219,787,733
　経常収益費用差額 587,989,217 0 0 587,989,217
その他収益 0 0 0 0
その他費用 0 0 0 0
　その他収益費用差額 0 0 0 0
　　　　当期収益費用差額 587,989,217 0 0 587,989,217

科　　　　目 法人会計 内部取引等消去 合    計公益目的事業会計
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５．活動計算書の注記

　(3) 事業費・管理費の形態別区分
（単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 合    計 配賦基準

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：使用割合

公益50％、法人50％

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：使用割合

公益60％、法人40％

配賦基準：使用割合

公益60％、法人40％

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：使用割合

公益70％、法人30％

配賦基準：直接配賦

 78,721,964,332  0

　退職資金特別交付金

 78,721,964,332

　諸謝金

　通信運搬費

　役員退職慰労引当金繰入額

 434,567

 5,925,697

 147,980,762

 469,658

 81,557,138

 15,964,703

 1,505,951

 11,004,886

 165,930

 833,288

 3,265,860

 5,583,460

　退職資金交付金

 28,544,993

 0

 1,650,000

 4,447,132

 147,980,762

 6,383,075

 2,092,750

 17,769,870

 0

 1,685,460

 2,006,860

 46,830

 1,319,556

 5,733,900

 46,830

 99,883

 53,012,145

 27,338,260

 1,136,328

 185,497  285,380

　役員報酬

 4,915,860

　手数料

　消耗品費

 0

　会議費

　光熱水料費

　給料手当

　福利厚生費

 714,025

 68,165,082

 83,500

 98,102,259

　消耗什器備品費

　賞与引当金繰入額  7,540,000  4,060,000  11,600,000

　役員退職慰労金

 1,267,855

 9,568,390

 1,360,290

 16,930,583

 635,588

　研修費

 732,460

　印刷製本費

 29,479

 83,500

 54,590

　退職給付費用  3,727,040

 402,618

 519,776

　旅費交通費

　租税公課

 12,629

　賃借料

 536,295

 791,926

　減価償却費

 10

 13

 14

 15

 16

 17

 18

　雑費

 79,134,357,059

 81,003,623

 536,295

 85,430,674

 69,484,638

 1,393,977

 1,598,976

 866,283

 42,108

 1,740,050

 79,219,787,733

 9,581,628

 1,072,590

 17,098,636

合    計

 991,359

 346,507

　委託費

 1,598,976

　支払利息

 0

 11

 12

 19

 20

 21

 22

 23

 24

 25

 26

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9


